
■本資料は、朝日ライフ アセットマネジメント（以下、当社といいます）が、情報提供を目的として作成したものであり、当

該商品の勧誘を目的としたものではありません。また、法令に基づく開示資料ではありません。■当該ファンドは価格変動リス

クや流動性リスク等を伴う証券等に投資します（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）ので、市場環境等に

よって基準価額は変動します。したがって投資元本が保証されているものではありません。運用による損益はすべて投資家のみ

なさまに帰属します。■本資料は当社が信頼できると判断した情報を元に、十分な注意を払い作成しておりますが、当社はその

正確性や完全性をお約束するものではありません。■本資料に記載されている内容は、今後予告なしに変更することがあります。

■ファンドの取得の申し込みにあたっては、投資信託説明書（交付目論見書）をお渡ししますので、必ず内容についてご確認の

上、お客様ご自身でご判断ください。■当該ファンドは、金融機関の預金または保険契約ではありませんので、預金保険、保険

契約者保護機構の保護の対象ではありません。また、登録金融機関でご購入いただいた場合は、投資者保護基金による支払いの

対象にはなりません。1802115 
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《国内株式市場の動向》 

2 月 6 日の国内株式市場は、前日の米国株式市場が急落したことを受けて日経平均株価が前日比

1,071.84 円安（▲4.73％）の 21,610.24 円、TOPIX（東証株価指数）が前日比 80.33 ポイント安（▲4.40％）

の 1,743.41 ポイントと大きく下落する展開となりました。 

年初来、国内外の株式市場は世界景気の拡大や良好な企業業績、長期金利の低位安定などを背景

に堅調に推移してきました。特に米国においては、昨年末に決定された大幅減税を含む税制改革の影

響を反映する形で経済見通しや企業業績予想が上方修正される中、ＮＹダウやナスダックなど主要株価

指数は連日史上最高値を更新する展開が続き、国内株式市場もこうした米国株式市場に連動する形で

堅調に推移してきました。一方、昨年まで低位安定で推移してきた米国長期金利については、今年に入

ってから税制改革に伴う財政赤字拡大懸念などを背景に徐々に水準を切り上げてきましたが、インフレ観

測が高まらない中、金利上昇幅は抑制されていたため、米国株式市場への影響はほとんどみられません

でした。しかし、先週末、市場予想を上回る米国雇用統計の発表を受けてインフレ観測が高まる中、米国

長期金利が急上昇する展開に転じたことをきっかけに、米国株市場もボラティリティの急上昇を伴いなが

ら大幅下落する展開となりました。 

週明け 5 日も米国長期金利の上昇は止まらず、米国株市場の下落に歯止めがかからない中、ＮＹダウ

はこの 2 日間で 1,840.96 ドル安（▲7.03％）の大幅下落となりました。今週に入り、国内株式市場もこうし

た米国発のリスクオフの動きから逃れることは出来ず、全面安の展開となりました。 

 

 

《基準価額の変動状況》 

 国内株式市場の下落に伴い、以下のファンドが前日比で 5％超の下落となっております。 

ファンド名 
基準価額 

（円） 

前日比 

（円） 

騰落率 

（％） 

朝日ライフ SRI 社会貢献ファンド（愛称：あすのはね） 10,893 円 ▲675 円 ▲5.84％ 

 

《今後の見通し》 

米国を中心に国内外の金融市場が落ち着くにはもうしばらく時間を要すると思われますが、リスクオフ

の発端となった米国長期金利の上昇についてみると、米国株式市場の急落を受けて歯止めがかかって

きていることから、本日が売りのピークであった可能性もあります。こうした中、国内株式市場は、世界景気

臨時レポート 
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の拡大や企業業績の増益基調の継続が見込まれることやバリュエーション面で割安感が高まったことな

どを背景に徐々に落ち着く展開を予想します。 

また、「あすのはね」については、いかなる投資環境下においても、企業価値の向上が中長期的な投資リ

ターンの拡大にとって最も重要な要素と考え、「事業の魅力度」と「競争優位性」、さらに「実態的なガバナ

ンス」にフォーカスを当て、経済動向に関わらず経営改善によって持続的な企業価値の成長が見込まれ

る企業への厳選投資を徹底していきます。 

                         

以 上
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■投資信託に係るリスクについて 

投資信託は、主に国内外の株式や公社債等の値動きのある証券を投資対象とし投資

元金が保証されていないため、当該資産の市場における取引価格の変動や為替の変動

等により投資一単位当たりの価値が変動します。従ってお客様のご投資された金額を下

回ることもあります。 

又、投資信託は、個別の投資信託毎に投資対象資産の種類や投資制限、取引市場、

投資対象国等が異なることから、リスクの内容や性質が異なりますので、ご投資にあた

っては投資信託説明書（交付目論見書）をよくご覧ください。 

 

■投資信託に係る手数料等について 

[ご投資頂くお客様には以下の費用をご負担いただきます。] 

■申込時に直接ご負担いただく費用 …… 申込手数料 上限 5.４％（税抜 5.0％） 

■換金時に直接ご負担いただく費用 …… 信託財産留保額 上限 0.3％ 

■投資信託の保有期間中に間接的にご負担いただく費用  

…… 信託報酬 上限 1.998％（税抜 1.85％） 

■その他の費用 …… 上記以外に保有期間等に応じてご負担頂く費用があります。 

詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）でご確認ください。 

 

《ご注意》 

 上記に記載しているリスクや費用項目につきましては、一般的な投資信託を想定して

おります。費用の料率等につきましては、朝日ライフ アセットマネジメントが運用するすべ

ての投資信託が徴収するそれぞれの費用のうち、最高の料率を記載しております。投資

信託に係るリスクや費用は、それぞれの投資信託により異なりますので、ご投資をされる

際には、事前によく投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。 

 

朝日ライフ アセットマネジメント株式会社 

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第 301 号 

加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会 



この資料は情報提供を目的として作成したものであり、特定の商品の投資勧誘を目的として作成した

ものではありません。 
 

むさし証券の概要 
商 号 等：むさし証券株式会社  金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第１０５号 

加入協会：日本証券業協会、一般社団法人第二種金融商品取引業協会 

商品毎に手数料等およびリスクは異なりますので、当該商品等の契約締結前交付書面、目論

見書等またはお客様向け資料の内容を十分お読みいただき、投資に関する最終決定はお客様

ご自身の判断でなさるようお願いいたします。 

 
 

【広告審査済】 

手数料等諸費用について 
 上場株式等の売買等にあたっては、約定代金に対し、最大 1.2204％（税込み）（但し、国内株

式等の場合、最低手数料 2,700 円（税込み）、外国株式等の場合、最低手数料 5,400 円（税込

み））の委託手数料をお支払いただきます。 

※ 外国証券の外国取引にあたっては外国金融商品市場等における売買手数料及び租税公課その

他賦課金が発生いたします。 

 国内上場株式等を募集等により、または相対取引により購入するにあたっては、購入対価のみを

お支払いただきます。 

 債券を募集、売出し等、または当社との相対取引により購入するにあたっては、購入対価のみを

お支払いただきます。（但し、購入対価に別途、経過利息をお支払いただく場合があります。） 

 投資信託の売買等にあたっては、銘柄ごとに設定された各種手数料等（直接的費用として購入時

に最大 3.78％の購入時手数料（税込み）、解約･償還時に最大 0.50％の信託財産留保額、間接的

費用として最大年率 3.5788％の運用管理費用（信託報酬）、及びその他の費用等）をお支払い

ただきます。 

 外貨建て商品の売買、償還等にあたり、円貨と外貨を交換する際には、外国為替市場の動向をふ

まえて当社が決定した為替レートによるものといたします。 
 

リスクについて 

 各商品等には、株式相場、金利水準、為替相場、不動産相場、商品相場等の変動に伴い、価格等

が変動することによって損失が生じるおそれがございます。 

 各商品等には発行者の信用状況等（財務・経営状況を含む）の変化およびそれらに関する外部評

価の変化等により、損失が生じるおそれがございます。また発行者の信用状況等によっては、利

金・償還金等の支払いの遅滞・不履行が生じるおそれがございます。 

 新株予約権、取得請求権等が付された上場有価証券等については、これらの権利を行使できる期

間に制限がございます。 

 各商品等が外貨建てである場合、為替相場（円貨と外貨の交換比率）が円高になる過程では円貨

換算した価値は下落し、逆に円安になる過程では円貨換算した価値は上昇することになります。

したがって、為替相場の状況によっては為替差損が生じるおそれがございます。 

 信用取引またはデリバティブ取引等を行う場合、対象となる有価証券の価格又は指標等の変動に

より、損失の額がお客様の差し入れた委託保証金または証拠金の額を上回るおそれ（元本超過損

リスク）がございます。 

金融商品取引法に基づきお客様にご留意いただきたいリスク等を以下に記載させていただき

ましたので、必ずお読み下さい 

 


